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◆地域の状況

○茨城県那珂郡東海村は、水戸市の北東約15kmに位置し、南北方向に常磐自動車道が縦貫、国道６号や２４５号、鉄
道の沿線には市街地が形成されている。

○国道６号は、水戸方面といわき方面を結ぶ幹線道路であり、交通が集中しやすい状況にある。
○東海村には日本原子力研究開発機構（JAEA）が立地しており、周辺には大規模な原子力関連施設が立地し、産業別
就業人口に占める学術研究、専門・技術サービス業従事者の割合は県全体の割合と比較しても高い傾向にある。

[人口/世帯/人口密度※] 住民基本台帳 (平成30年1月1日現在)
※人口密度は、平成30年1月時点の人口と可住地面積より算出

[高齢化率※] 住民基本台帳 (平成30年1月1日現在)
※平成30年時点の人口総数と65歳以上人口より算出

[面積・可住地面積] 統計でみる市区町村のすがた2018

・人口 ：３．８万人 (１．６万世帯)

・面積 ：３８．００ km2

・人口密度 ：１２１９．６人/km2

・可住地面積 ：３１．４９km2

・高齢化率 ：２４．２%

● 東海村の産業別就業人口

[産業別就業者構成] 平成27年国勢調査

茨城県

東海村

E６

E６

第一次産業

531人 3%

第二次産業

4,463人 26%

第三次産業

12,014人

71%

学術研究，
専門・技術サービス業
2,335人 14%
（茨城県平均：4％）

東海村
就業者数

17,008人

東海SIC
日立南太田IC

資料：国土地理院撮影の空中写真

N

とう かい

東海拡幅
対象区間 延長３．１km

茨城港常陸那珂港区

茨城港日立港区

JAEA原子力科学研究所

常陸太田
工業団地

㈱日立製作所大甕工場
日立GEニュークリア・エナジー㈱

勝田第一
工業団地

勝田第二
工業団地

平原南部
工業団地

JAEA核燃料サイクル工学研究所

至 水戸

至 いわき

とう かい

ひ たち

な か

ひ たち おお た

み と

日本原子力研究開発機構
（JAEA）

三菱原子燃料㈱

QST那珂核融合研究所
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箇所名
勝田拡幅 東海拡幅 榊橋 大和田拡幅

S49.3開通 対象区間 H19.3開通 事業中

都計 S44 S60 S60 S60
計画 4車線 4車線 4車線 4車線
現状 4／4 2／4 4／4 2／4 4／4
延長 8.0km 3.1km 2.3km 3.3km

◆路線周辺の交通状況

ひたちなか市

み と

水戸市

E６

E６

至 いわき

至 水戸

か
ね
あ
げ

金
上

N

ひ たち

日立市

ひ たち おお た

常陸太田市な か

那珂市

とう かい

東海村

東海SIC
日立南太田IC

3,462台/日

14,020台/日

30,480台/日

8,767台/日

ひ
た
ち
こ
う

（
一
）
日
立
港
線

おおみか

（株）日立製作所大甕工場

日立GEニュークリア・エナジー（株）

24,242台/日21,675台/日

16,629台/日

東海村役場

JAEA原子力科学研究所

22,724台/日

ひらはら なんぶ

平原南部工業団地
14,170台/日

13,496台/日

5,206台/日

30,421台/日
三菱原子燃料（株）

QST那珂核融合研究所

14,988台/日

28,166台/日

11,283台/日

14,170台/日

かつ た

勝田第一工業団地

かつ た

勝田第二工業団地

11,283台/日

JAEA核燃料サイクル工学研究所

那珂IC

ひたちなか市役所

那珂市役所

茨城港常陸那珂港区

茨城港日立港区

日本原子力研究開発機構
（JAEA）
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◆地元の状況

【住民からの意見】
・国道６号の拡幅も村内だけ終わって
いないので早急にお願いする

平成28年7月（B地区）

■趣旨
村長が村内に出向き、村政に対する説明を行い、
村民の率直な声を求めるための懇談会

出典：東海村村政懇談会開催要綱より

東海村村政懇談会

■最近の主な開催状況
平成３０年度 ７月～９月（全６地区）
平成２９年度 ６月～７月（全６地区）
平成２８年度 ６月～７月（全６地区）

東海村村政懇談会における国道６号整備に関する主な意見

平成29年6月（A地区）

【住民からの意見】
・毎日のように、出退勤時には大渋滞が
発生しており、早期の４車線化を要望します

【東海村の回答】
・どのようにすれば事業化してもらえるか、
今年度も検討していく

【東海村の回答】
・関係市町村と連携し、早期の４車化に向け
要望活動等を行っていく 3



東海村地域における計画段階評価

３．政策目標

２．原因分析

①国道６号の交通渋滞

②国道６号の交通事故

①交通容量の不足による渋滞や事故が発生

①交通容量の確保による交通渋滞の緩和

②渋滞に起因する交通事故の減少

③平常時、災害時を問わず物流を確保

資料：平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査
図１ 東海拡幅周辺の国道６号の混雑度

図６ 東海拡幅区間の事故類型

事故件数

158件/4年

追突
118件出会い頭

5件,3％

右折
14件,9％

左折
8件,5％

その他
13件,8％

75％

資料：ITARDAデータ（H25-28）

写真１ 二軒茶屋交差点付近の混雑状況

至 水戸

至 いわき

○茨城県内の直轄国道の
混雑度は1.2で全国１位で
ある中、当該区間は混雑
度が2.22と県内2車線区
間でワースト１位（図１）

68.3

115.8

0

50

100

150

全国平均 東海拡幅区間

図２ 死傷事故率（全国・東海拡幅区間平均）

全国平均の
約1.7倍

死
傷
事
故
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資料：ETC2.0プローブデータ（H29.4-H30.3 平日）

図５ 周辺道路状況と旅行速度

○当該区間の前後区間は４車線整備済で、東
海村地域区間が唯一の2車線区間となって
おり、多くの交通が流入するため交通容量
の不足による渋滞が発生（図５）

○特に主要渋滞箇所となっている駈上、二軒
茶屋交差点ではピーク時間を中心に慢性
的な速度低下が発生（図５）

○著しい速度低下が原因と考えられる追突事
故が多く発生し全体の７割を占める（図６）

１．東海村地域の課題

○東海拡幅区間の死傷事故率は全国平
均の約1.7倍の115.8件/億台キロと非常
に高い状況（図２）

対象区間

7時台
8時台
9時台
10時台
11時台
12時台
13時台
14時台
15時台
16時台
17時台
18時台

12時間平均

7時台
8時台
9時台
10時台
11時台
12時台
13時台
14時台
15時台
16時台
17時台
18時台

12時間平均

孫目十字路

駈上 二軒茶屋

内宿入口

舟石川小入口

留大橋北

勝田拡幅 ４車線 東海拡幅 ２車線

下り線
(いわき方面)

上り線
(水戸方面)

時間帯別
旅行速度

30,421台/日28,166台/日

混雑度 2.22

E６

至 水戸

榊橋 ４車線

とうかいむら
東海村

ひたちなか市

なかし
那珂市

0～20km/h

20～30km/h

30～40km/h

40～50km/h

データ欠損

50km/h以上

ひたちし
日立市

N

東海SIC

日立南太田IC

笠松 石神十字路

主要渋滞箇所

事故危険区間

高規格幹線道路

一般国道（４車線）

一般国道（２車線）

主要地方道

一般都道府県道

その他道路

東海拡幅
延長3.1km
２車線

勝田拡幅
延長8.0km
S49 4車線完成

榊橋
延長2.3km
H194車線完成

駈上

二軒茶屋
写真1

東海SIC

E６

混雑度2.22

混雑度 0.70

混雑度 0.85

東海村

那珂市

日立市

東海村役場

至 いわき

至 水戸

凡例
線色（混雑度） 線幅（車線数（国道以上））

4車線以上
4車線未満

高速道路
県道・市町村道

国道6号
道路種別等
その他

1.75以上
1.25以上
1.00以上
1.00未満

交差点
信号交差点
主要渋滞箇所

至 いわき

③物流生産性を阻害

○東海村周辺は重点港湾の「茨城
港日立港区、常陸那珂港区」や多
くの工業・物流施設が立地。（図３）
○物流生産性の向上の観点から、
産業関連施設の基幹となる道路
であるが、著しい渋滞のため物流
生産性を阻害している。
○重点港湾周辺は津波浸水のリスク
があり、災害時の南北軸の物流確
保が課題。（図４）

写真２ 国道6号を通る物流車両

至 水戸

至 いわき

国道6号
標高26m

JR常磐線
標高21m 国道245号

標高3m
25m

0m

図４ 各路線の標高（A-A断面）

大規模災害時に
浸水の可能性

海面
標高0m

資料： ITARDAデータ
全国平均：H28、東海拡幅区間：H25-28

日立市

東海村

那珂市

ひたちなか市

常陸太田市

常陸那珂港区～日立方面の
製造拠点への輸送

著しい渋滞

図３ 東海拡幅区間周辺の産業関連施設等

至 いわき

至 水戸

E６

重点港湾
茨城港
日立港区

重点港湾
茨城港
常陸那珂港区東海村役場から5km

日立南太田IC

東海SIC

○

日立港区～
水戸方面の
製造拠点
への輸送

東海拡幅
延長3.1km
2車線

東海村
役場 大規模災害時に

浸水の可能性写真2

物流施設
単独工業用地
工業団地
津波浸水想定区域
東海村役場5km圏域

工場・物流施設
重点港湾が立地

ＡＡ
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東海村地域における計画段階評価

４．対策案の検討

対応方針（案）：案①による対策が妥当
【計画概要】
・路線名 ：一般国道６号

な か むこうやま とう かい いしがみ と じゅく

・区間 ：那珂市向山 東海村石神外宿
・概略延長：約3.1Km
・道路規格：第３種１級
・車線数 ：４車線
・設計速度：80km/h

【案①】標準断面図 現道拡幅断面

（単位：ｍ）

【案②】標準断面図 バイパス断面

（単位：ｍ）

（参考）当該事業の経緯等
都市計画決定等の状況
S60年 都市計画決定

地域の要望等

評価軸 【案①】現道拡幅案 【案②】バイパス案

交通容量の確保による
交通渋滞の緩和

○
４車線化により交通渋滞は緩和
混雑度 国道６号 （那珂市境～二軒茶屋交差点）
【現況】 ２．２２ ⇒ 【整備後】 ０．９６

△
バイパスへの交通転換により、現道の交通量は減少し、交通渋滞が一部緩和
混雑度 国道６号 （那珂市境～二軒茶屋交差点）
【現況】 ２．２２ ⇒ 【整備後】 １．２５

渋滞に起因する
交通事故の減少

○
死傷事故率 国道６号（笠松交差点～石神十字路交差点）
【現況】 １１５．８件/億台ｷﾛ ⇒ 【整備後】 ８３．５件/億台ｷﾛ

○
死傷事故率 国道６号（笠松交差点～石神十字路交差点）
【現況】 １１５．８件/億台ｷﾛ ⇒ 【整備後】 １０５．１/億台ｷﾛ

平常時、災害時の
物流の確保

○
平常時の渋滞緩和による物流の確保
災害時の津波浸水リスクを避けた南北軸の確保

○
平常時の渋滞の一部緩和による物流の確保
災害時の津波浸水リスクを避けた南北軸の確保

沿道施設へのアクセス性 ○ 沿道の工業用地や店舗等とのアクセス性が向上 △ 沿道の工業用地や店舗等とのアクセス性は向上しない

周辺環境への影響 ○ 支障物件数は案②と同程度 ○ 支障物件数は案①と同程度

コスト 約１１０億円 約１３５億円

総合評価 ○ △

H30.6：茨城県知事が要望

H30.7：日立都市圏幹線道路整備促進期成会が要望

H30.8：県央地域首長懇話会が要望

H31.1：東海村長が要望

とう かい
東海村

ひ たち
日立市

ひ たち おお た
常陸太田市な か

那珂市

ひたちなか市

E６

E６

至 水戸
至 いわき

（４車線） （４車線）

【案①】現道拡幅案

【案②】バイパス案

那
珂
市
向
山 那

珂
郡
東
海
村
石
神
外
宿

事業中

勝田拡幅 榊橋 大和田
拡幅

東海SIC
日立南太田IC

ひ
た
ち
な
か
こ
う

や
ま
が
た

（
一
）
常
陸
那
珂
港
山
方
線

13,496台/日

東海村役場

30,421台/日

5,206台/日
QST那珂核融合研究所

三菱原子燃料（株）

11,283台/日

28,166台/日

N

かつ た さかき おお わ だ
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東海拡幅
延長3.1km
２車線

勝田拡幅
延長8.0km
S49 4車線完成

榊橋
延長2.3km
H19 4車線完成

駈上

二軒茶屋
写真1

東海SIC
E６

混雑度 2.22

混雑度 0.70

混雑度 0.85

東海村

那珂市

日立市

東海村役場

至 いわき

至 水戸

・茨城県内の直轄国道の混雑度は1.2で
全国１位である中、当該区間は混雑度が
2.22と県内２車線区間でワースト１位（図３）

・主要渋滞箇所である駈上交差点、二軒茶屋
交差点がボトルネックとなり混雑が発生
している（写真１）

68.3

115.8

0

50

100

150

全国平均 東海拡幅区間

・当該区間整備により、容量を確保し国道6号の速達性向上

効果１ 幹線道路の速達性向上 [◎]

■周辺道路への交通流入
一般国道６号 東海拡幅に係る新規事業採択時評価

• 当該区間整備により容量を確保し、幹線道路の速達性向上および産業活動の支援に寄与
• 渋滞ボトルネックの解消により、著しい速度低下に起因する交通事故の減少に寄与
• 平常時・災害時を問わない物流を確保し、物流生産性向上の支援に寄与

１．事業概要

①交通集中による著しい渋滞が発生

・起終点：茨城県那珂市向山

～茨城県那珂郡東海村石神外宿

・延長等：約3.1㎞
（第3種1級、4車線、設計速度80㎞/h）

・全体事業費：約110億円
・計画交通量：約35,500台／日～約42,300台／日

乗用車 小型貨物 普通貨物

約29,400台/日 約5,000台/日 約7,900台/日

２．課題

③物流生産性を阻害

いしがみ と じゅく

むこう やまな か

な か ぐん とう かい

３．整備効果

・渋滞ボトルネックの解消により、著しい速度低下に起因する交通事故の減少

効果２ 幹線道路の安全性確保 [◎]

混雑度 （約６割減少）
現況 2.22 → 整備後 0.96

事故件数

158件/4年

図５ 東海拡幅区間の事故類型

追突
118件

出会い頭
5件,3％

右折
14件,9％

左折
8件,5％

その他
13件,8％

75％

資料：ITARDAデータ（H25-28）

図４ 東海拡幅区間の死傷事故率

全国平均の
約1.7倍

資料： ITARDAデータ
全国平均：H28、東海拡幅区間：H25-28

死
傷
事
故
率

[

件/

億
台
キ
ロ
］

かさ まつ いしがみじゅう じ ろ

○追突事故件数 [笠松交差点 ～ 石神十字路交差点]
【現況】118件/4年 → 【整備後】107件/4年（約1割減少）

死傷事故率 （３割減少）
現況 115.8件/億台ｷﾛ → 整備後 83.5件/億台ｷﾛ

資料：平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査

写真1 二軒茶屋交差点付近の混雑状況

至 水戸

至 いわき

かけあがり に けん じゃ や

図３ 東海拡幅周辺の国道６号の混雑度

大和田拡幅
延長3.3km
4車線事業中

東海拡幅
延長3.1km
2車線

勝田拡幅
延長8.0km
S49 4車線完成

（起）那珂市向山
な か むこうやま

東海SIC

日立南太田IC

E６

榊橋
延長2.3km
H19 4車線完成

図２ 事業位置図

東海 拡 幅

茨城県

図１ 広域図

凡例

国道6号事業中区間
対象区間

線幅（車線数[国道以上]）
4車線以上
4車線未満

道路種別等
国道6号
高速道路
一般国道
県道・市町村道 東海村

那珂市

日立市

常陸太田市

（終）那珂郡東海村石神外宿
なかぐん とうかい いしがみとじゅく

東海村役場

至 水戸

至 いわき

とう かい

・東海拡幅区間の死傷事故率は全国平均
の約1.7倍の115.8件/億台キロと非常に高
い状況（図４）

・事故類型では著しい速度低下から引き起
こされると考えられる追突事故の割合が
約7割を占め、安全性に課題（図５）

・東海村周辺は重点港湾の「茨城港
日立港区、常陸那珂港区」や多くの
工業・物流施設が立地。（図６）
・物流生産性の向上の観点から、
産業関連施設の基幹となる道路
であるが、著しい渋滞のため物流
生産性を阻害している。
・重点港湾周辺は津波浸水のリスク
があり、災害時の南北軸の物流確
保が課題。（図７）

効果３ 物流生産性向上の支援 [○]
・重点港湾である「茨城港日立港区」、「茨城港常陸那珂港区」をはじめとする施設に
対し、平常時・災害時を問わない物流を確保し、物流生産性向上の支援に寄与

B/C EIRR※1 総費用 総便益

2.8 11.0％ 79億円※2 223億円※2

※1： EIRR：経済的内部収益率

※2：基準年（H30年）における現在価値を記載（現在価値算出のための社会的割引率：4％）

②著しい速度低下による追突事故が発生

日立市

東海村

那珂市

ひたちなか市

常陸太田市

常陸那珂港区～日立方面の
製造拠点への輸送

著しい渋滞

図６ 東海拡幅区間周辺の産業関連施設等

至 いわき

至 水戸

E６

重点港湾
茨城港
日立港区

重点港湾
茨城港
常陸那珂港区東海村役場から5km

日立南太田IC

東海SIC

○

日立港区～
水戸方面の
製造拠点
への輸送

東海拡幅
延長3.1km
2車線

東海村
役場 大規模災害時に

浸水の可能性

写真2 国道6号を通る物流車両

至 水戸

至 いわき

写真2

物流施設
単独工業用地
工業団地
津波浸水想定区域
東海村役場5km圏域

工場・物流施設
重点港湾が立地

国道6号
標高26m

JR常磐線
標高21m 国道245号

標高3m
25m

0m

図７ 各路線の標高（A-A断面）

ＡＡ

大規模災害時に
浸水の可能性

海面
標高0m

いしがみ じゅう じ ろ まご め じゅう じ ろ

○所要時間 [石神十字路交差点 ⇒ 孫目十字路交差点]
【現況】約9分 → 【整備後】約5分（約4分短縮）

石神十字路

凡例
線色（混雑度） 線幅（車線数（国道以上））

4車線以上
4車線未満

高速道路
県道・市町村道

国道6号
道路種別等
その他

1.75以上
1.25以上
1.00以上
1.00未満

交差点
信号交差点
主要渋滞箇所

孫目十字路

笠松
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一般国道６号 東海拡幅に係る新規事業採択時評価

凡 例

対象区間

高速道路

一般国道

主要地方道

一般都道府県道

主要渋滞箇所

事故危険区間

交通量
（H27一般交通量調査）

市街地（集落）

工業団地

その他
（工場・研究施設等）

主な施設

市町村境界線

車線数（2車線/4車線）

津波浸水想定区域

N

○○施設

交通量台/日

標準横断図

3.5 1.25 7.0

3.5 3.5
0.25

3.51.257.0

3.53.5
0.25

1.0

25.0

1.5

51

50

東海拡幅

栃木県

福島県

千葉県

埼玉県

N

計画縦断図

DL=20

30

40

な か し むこうやま

（起）那珂市向山
な か ぐん とう かい むら いし がみ と じゅく

（終）那珂郡東海村石神外宿

とう かい

東海拡幅
おお わ だ

大和田拡幅
さかきばし

榊橋（４車線）

延長２．３km

かつ た

勝田拡幅（４車線）

延長８．０km

とう かい

東海村
ひ たち

日立市

ひ たち おお た

常陸太田市な か

那珂市

ひたちなか市

かつ た
勝田第一工業団地

かつ た
勝田第二工業団地

ひらはら なんぶ
平原南部工業団地

E６

対象区間 延長３．１km 事業中 延長３．３km

至 いわき

至 水戸

(

起)

那
珂
市
向
山

(

終)

那
珂
郡
東
海
村
石
神
外
宿

全体延長 3.1km
土工延長 3.1km（100％）
橋梁延長 0.0km（000％）

24,242台/日
21,675台/日

28,917台/日

8,767台/日

30,480台/日

14,020台/日

30,421台/日

5,206台/日

13,496台/日

28,166台/日

14,988台/日

11,283台/日

11,283台/日

14,170台/日
14,170台/日

16,629台/日

3,462台/日東海SIC
日立南太田IC

ひ
た
ち
こ
う

（
一
）
日
立
港
線

0 1 2 3 4km

な
か
ぐ
ん

と
う
か
い

い
し
が
み
と
じ
ゅ
く

な

か

む
こ
う
や
ま

東海村役場

三菱原子燃料（株）

QST那珂核融合研究所

22,724台/日

JAEA核燃料サイクル工学研究所

JAEA原子力科学研究所
おおみか

（株）日立製作所大甕工場

日立GEニュークリア・エナジー（株）

日本原子力研究開発機構
（JAEA）

とう かい

み
と
そ
と
か
ん
じ
ょ
う

地
域
高
規
格
道
路

水
戸
外
環
状
道
路

茨城港常陸那珂港区

茨城港日立港区
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様式－２

費用便益分析の結果

路線名 事業名 延長 事業種別
現拡・ＢＰ
・その他の別

一般国道6号 東海拡幅 L=3.1km 二次改築 現拡

計画交通量
(台/日)

車線数 事業主体

35,500～42,300 4 関東地方整備局

① 費　用

事　業　費 維持管理費 合　　計

基 準 年 平成30年度

単純合計 101億円 22億円 123億円 

基準年における
現在価値 (Ｃ)

73億円 6.0億円 79億円 

② 便　益

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

合　　計

基 準 年 平成30年度

供 用 年 平成43年度

単年便益
（初年便益）

17億円 1.4億円 0.08億円 19億円 

基準年における
現在価値 (Ｂ)

205億円 17億円 0.99億円 223億円 

8



③ 結　果

注）費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

④ 感 度 分 析（事業全体を対象）

変動要因 基準値 変動ケース

交通量
35,500～42,300

(台/日)
±10%

事業費 101億円 ±10%

事業期間 12年 ±20%

費用便益比（事業全体） 2.8

経済的純現在価値（事業全体） 144億円 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）

2.8～2.9

経済的内部収益率（事業全体） 11.0%

2.6～3.1

2.5～2.9
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交通状況の変化

事業名：東海拡幅(事業全体)

（推計時点    Ｈ42年）

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

:7.8km 走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

:10.4km 走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

:4.0km 走行時間費用 [億円/年]

交通量 [台/日]

走行時間 [分]

:6.8km 走行時間費用 [億円/年]

走行時間費用 [億円/年]

走行時間短縮便益 [億円/年]

※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

②主な周
辺道路

①新設・改築道路
[東海拡幅]:3.1km

国道245
号

国道349
号

(一)日立
東海線

(一)豊岡
佐和停車

場線

23.72

11,600

12

24.49

17,600

11

34.25

26.33

29,900 28,700

9

47.66

9

50.93

7,900

5

様式－３①

整備あり(B)整備なし(A)

5

37,80023,800

4

15,200

11

29.28

合計：1008.5km

③その他道路合計：
976.49km

2,022.35 2,004.90

走行時間費用
整備なし(A)

走行時間費用
整備あり(B)

1,897.71

17.45

走行時間短縮便益
(A - B)

1,906.17

13

4,400

5

3.927.28

13,000

28.66
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（２） 図面（①、②に該当する道路を明示）

①新設・改築道路

東海拡幅

延長 3.1km

②主な周辺道路

国道349号

②主な周辺道路

国道245号

②主な周辺道路

(一)日立東海線

②主な周辺道路

(一)豊岡佐和停車場線
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様式－３②

費用便益分析の条件

事業名：東海拡幅

（２）
項目 チェック欄

費用便益分析マニュアル

（平成３０年２月　国土交通省　道路局　都市局）

その他 □

分析対象期間 ５０年間

社会的割引率 4%

基準年次 平成30年度

１時点のみ推計 ■（Ｈ４２）
複数時点での推計 □

整備の有無それぞれで交通流を推計 ■

整備の有無のいずれかのみ推計 □ 有　　　□ 無
いずれかのみの推計とした理由を記載

道路交通センサスをベースとした自動車ＯＤ表

（三段階推定法）

パーソントリップ調査をベースとした自動車ＯＤ表

（四段階推定法）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

交 　　　無 ■

通 　　　有 □

流 考慮した開発交通量（トリップ数） （　　）台ﾄﾘｯﾌﾟ/日

推 考慮した理由を記載

計

Ｑ－Ｖ式を用いた配分 □

転換率式を用いた配分 □

Ｑ－Ｖ式と転換率式の併用による配分 ■

均衡配分（リンクパフォーマンス関数を用いた配分） □

簡易手法 □

小規模事業である □

山間部海岸部で併行道路が少ない □

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
簡易手法の考え方（将来交通量の設定方法等）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

各回の配分終了時の速度を交通量でウェイト付け

して設定
採用理由を記載

最終配分の速度 □
採用理由を記載

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

■

■
（Ｈ２２センサス）

□

簡易手法の
採択理由

有の場合のみ

いずれかのみ
の推計の場合

算出マニュアル

分析の基本的事項

推計に用いた
ＯＤ表

配分交通量の
推計手法

開発交通量の
考慮

推計の状況

交通流の
推計時点

交通量が、交通容量（Ｑｍａｘ～Ｑｍｉｎ）以上の路線、交通容量（Ｑｍｉｎ～Ｑｍａｘ）の
路線等が混在した配分結果となっているため、費用便益算出においては、速度差
の生ずる「加重平均速度」を用いた。

速度設定の
考え方

■

12



事業名：東海拡幅

（３）
項目 チェック欄

考慮しない ■

考慮する □

面的に考慮 □

対象路線のみ考慮 □

採用した休日係数 （　　　）　％
休日係数を考慮した理由および採用した休日係数の考え方を記載

考慮しない ■

考慮する □

採用した通行止め日数 （　　　）　日

とり止め交通を考慮する □
とり止め交通を考慮しない場合はその理由、考慮した場合はその考え方を記載

考慮しない ■

考慮する □

採用した冬期日数 （　　　）　日
採用した冬期日数の考え方を記載

冬期の走行速度と交通容量の関係
設定の考え方を記載

■

□

費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □

費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □

中央分離帯の有無を考慮 ■

中央分離帯の有無を考慮しない □

考慮しない ■

考慮する □
　（考慮の場合、算出根拠を添付すること）

その他

その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

交通流推計の
時点以外の
便益の算定

考慮する
場合のみ

採用した通行止め日数の考え方を記載

冬期交通の
影響 考慮する

場合のみ

考慮する
場合のみ

ブロック別・車種別走行台キロの伸び率による設定

休日交通の
影響

便
益
の
算
定

災害等による
通行止めの

影響

走行時間短縮・走
行経費減少・交通
事故減少以外の便

益

車種別時間
価値原単位

車種別走行
経費原単位

交通事故減少
便益算定

13



事業名：東海拡幅

（４）
項目 チェック欄

詳細事業計画による値を採用 □

標準投資パターンを採用 ■

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □
維持管理費の設定根拠を記載

当該区間を管轄する事務所における直轄国道の維持管理費実績に基づき算出

積雪地域または寒冷地域である □

考慮しない ■

考慮する □

事業費を考慮 □

維持管理費を考慮 □

その他

４．その他

事業費

当該道路整備が
行われない場合

の費用 考慮する
場合のみ 当該道路整備が行われない場合の費用を考慮した理由及び考え方を記載（対策内容、費用等）

費
用
の
算
定

維持管理費

雪寒費
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様式－４
 費用の現在価値算定表

維持管理費の単純単価の算出(消費税相当額含む)

箇所名：東海拡幅　（事業全体） 単価(億円) 延長(㎞) 単純価値(億円)

0.15 3.1 0.48
割戻率 GDP 事業費（億円） 維持管理費（億円）

年次  年度 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ 単純価値 現在価値 単純価値 現在価値
-12年目 H 31 0.9615 102.8 0.45 0.44
-11年目 H 32 0.9246 102.8 1.09 1.01
-10年目 H 33 0.8890 102.8 2.48 2.21
-9年目 H 34 0.8548 102.8 4.28 3.66
-8年目 H 35 0.8219 102.8 6.14 5.04
-7年目 H 36 0.7903 102.8 11.20 8.85
-6年目 H 37 0.7599 102.8 13.93 10.58
-5年目 H 38 0.7307 102.8 14.47 10.57
-4年目 H 39 0.7026 102.8 14.60 10.26
-3年目 H 40 0.6756 102.8 10.91 7.37
-2年目 H 41 0.6496 102.8 10.91 7.09
-1年目 H 42 0.6246 102.8 10.20 6.37

供用開始年次 H 43 0.6006 102.8 0.44 0.27
1年目 H 44 0.5775 102.8 0.44 0.26
2年目 H 45 0.5553 102.8 0.44 0.25
3年目 H 46 0.5339 102.8 0.44 0.24
4年目 H 47 0.5134 102.8 0.44 0.23
5年目 H 48 0.4936 102.8 0.44 0.22
6年目 H 49 0.4746 102.8 0.44 0.21
7年目 H 50 0.4564 102.8 0.44 0.20
8年目 H 51 0.4388 102.8 0.44 0.20
9年目 H 52 0.4220 102.8 0.44 0.19
10年目 H 53 0.4057 102.8 0.44 0.18
11年目 H 54 0.3901 102.8 0.44 0.17
12年目 H 55 0.3751 102.8 0.44 0.17
13年目 H 56 0.3607 102.8 0.44 0.16
14年目 H 57 0.3468 102.8 0.44 0.15
15年目 H 58 0.3335 102.8 0.44 0.15
16年目 H 59 0.3207 102.8 0.44 0.14
17年目 H 60 0.3083 102.8 0.44 0.14
18年目 H 61 0.2965 102.8 0.44 0.13
19年目 H 62 0.2851 102.8 0.44 0.13
20年目 H 63 0.2741 102.8 0.44 0.12
21年目 H 64 0.2636 102.8 0.44 0.12
22年目 H 65 0.2534 102.8 0.44 0.11
23年目 H 66 0.2437 102.8 0.44 0.11
24年目 H 67 0.2343 102.8 0.44 0.10
25年目 H 68 0.2253 102.8 0.44 0.10
26年目 H 69 0.2166 102.8 0.44 0.10
27年目 H 70 0.2083 102.8 0.44 0.09
28年目 H 71 0.2003 102.8 0.44 0.09
29年目 H 72 0.1926 102.8 0.44 0.09
30年目 H 73 0.1852 102.8 0.44 0.08
31年目 H 74 0.1780 102.8 0.44 0.08
32年目 H 75 0.1712 102.8 0.44 0.08
33年目 H 76 0.1646 102.8 0.44 0.07
34年目 H 77 0.1583 102.8 0.44 0.07
35年目 H 78 0.1522 102.8 0.44 0.07
36年目 H 79 0.1463 102.8 0.44 0.07
37年目 H 80 0.1407 102.8 0.44 0.06
38年目 H 81 0.1353 102.8 0.44 0.06
39年目 H 82 0.1301 102.8 0.44 0.06
40年目 H 83 0.1251 102.8 0.44 0.06
41年目 H 84 0.1203 102.8 0.44 0.05
42年目 H 85 0.1157 102.8 0.44 0.05
43年目 H 86 0.1112 102.8 0.44 0.05
44年目 H 87 0.1069 102.8 0.44 0.05
45年目 H 88 0.1028 102.8 0.44 0.05
46年目 H 89 0.0989 102.8 0.44 0.04
47年目 H 90 0.0951 102.8 0.44 0.04
48年目 H 91 0.0914 102.8 0.44 0.04
49年目 H 92 0.0879 102.8 -7.29 -0.64 0.44 0.04

  合　計 93.37 72.81 22.22 5.96

単純事業費計 100.66 22.22

注１）事業費の投資パターンは、費用便益分析の計算条件として設定した標準的な投資パターンであり、
　　　必ずしも全体の予算制約等を踏まえたものではない。
　　　このため、毎年度の予算の状況や、用地・工事の進捗により、実際の事業展開とは異なることがある。
　　　（投資パターンの変化による費用便益分析結果への影響等については、再評価及び事後評価として
　　　評価を実施。）
注２）評価対象期間最終年において、用地残存価値（割引後の用地費）を控除している。
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様式－５

便益の現在価値算定表 箇所名：東海拡幅　　（事業全体）

GDP 合　　　計
総走行台ｷﾛの年次別伸び率 割戻率 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ 走行時間短縮便益(億円) 走行経費減少便益(億円)  事故減少便益(億円) (億円)

(関東内陸ﾌﾞﾛｯｸ) 現在価値 現在価値 現在価値 便益合計 現在価値
年次 乗用車類 小型貨物 普通貨物 全  車 (A) 乗用車類 小型貨物 普通貨物 ①　計 ①×(A) 乗用車類 小型貨物 普通貨物 ②　計 (A)×② ③ ③×(A) (①～③) 割引率4%

供用開始年次 H 43 0.99141 0.99073 0.99904 0.99254 0.6006 102.8 11.65 1.86 3.82 17.33 10.41 1.05 0.06 0.32 1.42 0.86 0.08 0.05 18.84 11.32
1年目 H 44 0.99134 0.99064 0.99904 0.99249 0.5775 102.8 11.55 1.84 3.82 17.21 9.94 1.04 0.06 0.32 1.41 0.82 0.08 0.05 18.71 10.81
2年目 H 45 0.99126 0.99055 0.99904 0.99243 0.5553 102.8 11.45 1.82 3.81 17.09 9.49 1.03 0.05 0.32 1.40 0.78 0.08 0.05 18.58 10.32
3年目 H 46 0.99118 0.99046 0.99904 0.99237 0.5339 102.8 11.35 1.81 3.81 16.97 9.06 1.02 0.05 0.32 1.39 0.74 0.08 0.04 18.45 9.85
4年目 H 47 0.99110 0.99037 0.99903 0.99231 0.5134 102.8 11.25 1.79 3.81 16.85 8.65 1.01 0.05 0.32 1.38 0.71 0.08 0.04 18.32 9.40
5年目 H 48 0.99102 0.99028 0.99903 0.99225 0.4936 102.8 11.15 1.77 3.80 16.73 8.26 1.00 0.05 0.32 1.37 0.68 0.08 0.04 18.18 8.98
6年目 H 49 0.99094 0.99018 0.99903 0.99219 0.4746 102.8 11.05 1.76 3.80 16.61 7.88 0.99 0.05 0.32 1.37 0.65 0.08 0.04 18.05 8.57
7年目 H 50 0.99086 0.99009 0.99903 0.99213 0.4564 102.8 10.95 1.74 3.80 16.49 7.52 0.98 0.05 0.32 1.36 0.62 0.08 0.04 17.92 8.18
8年目 H 51 0.99078 0.98999 0.99903 0.99207 0.4388 102.8 10.85 1.72 3.79 16.37 7.18 0.97 0.05 0.32 1.35 0.59 0.08 0.03 17.79 7.81
9年目 H 52 0.99069 0.98989 0.99903 0.99201 0.4220 102.8 10.75 1.70 3.79 16.24 6.86 0.97 0.05 0.32 1.34 0.56 0.08 0.03 17.66 7.45
10年目 H 53 0.99060 0.98978 0.99903 0.99194 0.4057 102.8 10.65 1.69 3.79 16.12 6.54 0.96 0.05 0.32 1.33 0.54 0.08 0.03 17.53 7.11
11年目 H 54 0.99051 0.98968 0.99903 0.99188 0.3901 102.8 10.55 1.67 3.78 16.00 6.24 0.95 0.05 0.32 1.32 0.51 0.08 0.03 17.40 6.79
12年目 H 55 0.99042 0.98957 0.99903 0.99181 0.3751 102.8 10.45 1.65 3.78 15.88 5.96 0.94 0.05 0.32 1.31 0.49 0.08 0.03 17.26 6.48
13年目 H 56 0.99033 0.98946 0.99903 0.99174 0.3607 102.8 10.35 1.63 3.77 15.76 5.68 0.93 0.05 0.32 1.30 0.47 0.08 0.03 17.13 6.18
14年目 H 57 0.99024 0.98935 0.99903 0.99167 0.3468 102.8 10.25 1.62 3.77 15.64 5.42 0.92 0.05 0.32 1.29 0.45 0.08 0.03 17.00 5.90
15年目 H 58 0.99014 0.98923 0.99902 0.99160 0.3335 102.8 10.15 1.60 3.77 15.52 5.18 0.91 0.05 0.32 1.28 0.43 0.07 0.02 16.87 5.63
16年目 H 59 0.99004 0.98912 0.99902 0.99153 0.3207 102.8 10.05 1.58 3.76 15.40 4.94 0.90 0.05 0.32 1.27 0.41 0.07 0.02 16.74 5.37
17年目 H 60 0.98994 0.98900 0.99902 0.99146 0.3083 102.8 9.95 1.57 3.76 15.28 4.71 0.89 0.05 0.32 1.26 0.39 0.07 0.02 16.61 5.12
18年目 H 61 0.98984 0.98887 0.99902 0.99139 0.2965 102.8 9.85 1.55 3.76 15.16 4.49 0.88 0.05 0.32 1.25 0.37 0.07 0.02 16.48 4.89
19年目 H 62 0.98973 0.98875 0.99902 0.99131 0.2851 102.8 9.75 1.53 3.75 15.03 4.29 0.88 0.05 0.32 1.24 0.35 0.07 0.02 16.34 4.66
20年目 H 63 0.98963 0.98862 0.99902 0.99123 0.2741 102.8 9.65 1.51 3.75 14.91 4.09 0.87 0.05 0.32 1.23 0.34 0.07 0.02 16.21 4.44
21年目 H 64 0.98952 0.98849 0.99902 0.99116 0.2636 102.8 9.55 1.50 3.74 14.79 3.90 0.86 0.04 0.32 1.22 0.32 0.07 0.02 16.08 4.24
22年目 H 65 0.98941 0.98835 0.99902 0.99108 0.2534 102.8 9.45 1.48 3.74 14.67 3.72 0.85 0.04 0.31 1.21 0.31 0.07 0.02 15.95 4.04
23年目 H 66 0.98929 0.98822 0.99902 0.99100 0.2437 102.8 9.35 1.46 3.74 14.55 3.55 0.84 0.04 0.31 1.20 0.29 0.07 0.02 15.82 3.85
24年目 H 67 0.98918 0.98808 0.99902 0.99092 0.2343 102.8 9.25 1.45 3.73 14.43 3.38 0.83 0.04 0.31 1.19 0.28 0.07 0.02 15.69 3.68
25年目 H 68 0.98906 0.98793 0.99901 0.99083 0.2253 102.8 9.15 1.43 3.73 14.31 3.22 0.82 0.04 0.31 1.18 0.27 0.07 0.02 15.56 3.50
26年目 H 69 0.98894 0.98779 0.99901 0.99075 0.2166 102.8 9.05 1.41 3.73 14.19 3.07 0.81 0.04 0.31 1.17 0.25 0.07 0.01 15.42 3.34
27年目 H 70 0.98882 0.98763 0.99901 0.99066 0.2083 102.8 8.95 1.39 3.72 14.07 2.93 0.80 0.04 0.31 1.16 0.24 0.07 0.01 15.29 3.19
28年目 H 71 0.98869 0.98748 0.99901 0.99057 0.2003 102.8 8.85 1.38 3.72 13.95 2.79 0.79 0.04 0.31 1.15 0.23 0.07 0.01 15.16 3.04
29年目 H 72 0.98856 0.98732 0.99901 0.99048 0.1926 102.8 8.75 1.36 3.72 13.82 2.66 0.79 0.04 0.31 1.14 0.22 0.07 0.01 15.03 2.89
30年目 H 73 0.98843 0.98716 0.99901 0.99039 0.1852 102.8 8.65 1.34 3.71 13.70 2.54 0.78 0.04 0.31 1.13 0.21 0.07 0.01 14.90 2.76
31年目 H 74 0.98829 0.98699 0.99901 0.99030 0.1780 102.8 8.55 1.32 3.71 13.58 2.42 0.77 0.04 0.31 1.12 0.20 0.06 0.01 14.77 2.63
32年目 H 75 0.98815 0.98682 0.99901 0.99020 0.1712 102.8 8.45 1.31 3.70 13.46 2.30 0.76 0.04 0.31 1.11 0.19 0.06 0.01 14.64 2.51
33年目 H 76 0.98801 0.98664 0.99901 0.99011 0.1646 102.8 8.35 1.29 3.70 13.34 2.20 0.75 0.04 0.31 1.10 0.18 0.06 0.01 14.50 2.39
34年目 H 77 0.98787 0.98646 0.99901 0.99001 0.1583 102.8 8.25 1.27 3.70 13.22 2.09 0.74 0.04 0.31 1.09 0.17 0.06 0.01 14.37 2.28
35年目 H 78 0.98772 0.98628 0.99900 0.98991 0.1522 102.8 8.15 1.26 3.69 13.10 1.99 0.73 0.04 0.31 1.08 0.16 0.06 0.01 14.24 2.17
36年目 H 79 0.98756 0.98609 0.99900 0.98980 0.1463 102.8 8.05 1.24 3.69 12.98 1.90 0.72 0.04 0.31 1.07 0.16 0.06 0.01 14.11 2.06
37年目 H 80 0.98741 0.98589 0.99900 0.98970 0.1407 102.8 7.95 1.22 3.69 12.86 1.81 0.71 0.04 0.31 1.06 0.15 0.06 0.01 13.98 1.97
38年目 H 81 0.98725 0.98569 0.99900 0.98959 0.1353 102.8 7.85 1.20 3.68 12.74 1.72 0.70 0.04 0.31 1.05 0.14 0.06 0.01 13.85 1.87
39年目 H 82 0.98708 0.98548 0.99900 0.98948 0.1301 102.8 7.75 1.19 3.68 12.61 1.64 0.70 0.04 0.31 1.04 0.14 0.06 0.01 13.72 1.78
40年目 H 83 0.98691 0.98527 0.99900 0.98937 0.1251 102.8 7.65 1.17 3.67 12.49 1.56 0.69 0.04 0.31 1.03 0.13 0.06 0.01 13.58 1.70
41年目 H 84 0.98674 0.98505 0.99900 0.98926 0.1203 102.8 7.55 1.15 3.67 12.37 1.49 0.68 0.03 0.31 1.02 0.12 0.06 0.01 13.45 1.62
42年目 H 85 0.98656 0.98482 0.99900 0.98914 0.1157 102.8 7.45 1.13 3.67 12.25 1.42 0.67 0.03 0.31 1.01 0.12 0.06 0.01 13.32 1.54
43年目 H 86 0.98638 0.98458 0.99900 0.98902 0.1112 102.8 7.35 1.12 3.66 12.13 1.35 0.66 0.03 0.31 1.00 0.11 0.06 0.01 13.19 1.47
44年目 H 87 0.98619 0.98434 0.99900 0.98890 0.1069 102.8 7.25 1.10 3.66 12.01 1.28 0.65 0.03 0.31 0.99 0.11 0.06 0.01 13.06 1.40
45年目 H 88 0.98600 0.98409 0.99899 0.98877 0.1028 102.8 7.15 1.08 3.66 11.89 1.22 0.64 0.03 0.31 0.98 0.10 0.06 0.01 12.93 1.33
46年目 H 89 0.98580 0.98384 0.99899 0.98865 0.0989 102.8 7.05 1.07 3.65 11.77 1.16 0.63 0.03 0.31 0.97 0.10 0.06 0.01 12.80 1.27
47年目 H 90 0.98559 0.98357 0.99899 0.98852 0.0951 102.8 6.95 1.05 3.65 11.65 1.11 0.62 0.03 0.31 0.96 0.09 0.05 0.01 12.66 1.20
48年目 H 91 0.98538 0.98330 0.99899 0.98838 0.0914 102.8 6.85 1.03 3.65 11.53 1.05 0.62 0.03 0.31 0.95 0.09 0.05 0.00 12.53 1.15
49年目 H 92 0.98517 0.98301 0.99899 0.98825 0.0879 102.8 6.75 1.01 3.64 11.40 1.00 0.61 0.03 0.31 0.94 0.08 0.05 0.00 12.40 1.09

合　計 460.03 71.82 186.59 718.45 205.29 41.32 2.15 15.70 59.17 16.89 3.45 0.99 781.07 223.17

年度
（基準年）

H30
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車線数

4

■事業費内訳（事業全体）

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）

①工事費 5,109

改良費 1,188

土工 ｍ3 101,500 303

法面工 ｍ2 9,500 28

管渠工 ｍ 5,936 418

排水工 ｍ 6,200 204

中央分離帯工 ｍ 2,900 81

縁石工 ｍ 6,200 119

雑工 式 1 35

橋梁費 92

歩道橋 基 2.0 92

舗装費 1,147

車道舗装 ｍ2 57,000 911

歩道舗装 ｍ2 22,000 127

路床改良 ｍ2 28,500 109

付帯施設費 232

交通管理施設工 式 1 232

遮音壁 ｍ

電線共同溝 2,318

電線共同溝工 ｍ 6,200 2,318

取壊し 132

Ａｓ取壊し 式 1 132

②用地及補償費 4,315

用地費 ｍ2 729

住宅地 ｍ2 2,600 127

宅地見込地 ｍ2

商業地 ｍ2

準工業地 ｍ2

工業地 ｍ2

調区内宅地 ｍ2 35,000 602

補償費 式 1 3,586

③間接経費 式 1,576 地質調査、測量、設計にかかる費用及び予備費

全体事業費 11,000

【単価等について】

○工事費算出にあたっては、土木工事標準歩掛及び近接事業箇所の実績単価を使用

○用地補償費算出にあたっては、近接事業箇所の直近実績単価を使用

備考

路線名 箇所名 延長

一般国道6号 東海拡幅 3.1km

参考様式1
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事業全体

車線数 延長

4 3.1km

■維持管理費内訳

単位 数量
金額

（百万円）
備考

　km 3.1 400 巡回、清掃、除草、除雪等

式 1 2,000 路面補修、構造物の点検・補修等

2,400

【単価等について】

○維持管理費は、当該道路周辺地域における直轄国道の維持管理等に要する実績経費に基づき算出。

修繕費

路線名 箇所名

一般国道6号 東海拡幅

区分

維持費

維持管理費合計

参考様式2
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